
２ 自転車利活用のさらなる発展を目指すための課題

（１） 安全に自転車を利用するための交通ルールと安全教育の徹底

・ 道交法改正による青切符制度導入に伴う、交通ルールの周知徹底

・ 小中高生を対象とした自転車交通安全教室と交通ルール教育

・ 乗車用ヘルメットの着用促進及び小中高生への着用教育

本道における交通事故全体は長期的に減少傾向にあるものの、自転車関連事故につ

いては依然として横ばいで推移しており、特に「自転車対歩行者」の事故件数が増加傾

向にあるなど、交通ルールの徹底と安全教育の強化が喫緊の課題となっています。都市

部では歩行者と自転車が混在する空間が多く、通行環境の整備とともに、利用者の安全

意識の向上が求められています。加えて、自転車事故により亡くなられた方の約５割が

頭部に致命傷を負っていることから、ヘルメットの着用促進は極めて重要な取組と位置

づけられます。

こうした状況を受けて、令和５年４月１日から施行された道交法の改正により、すべて

の自転車利用者に対してヘルメットの着用が努力義務化されました。本道ではこれに先

立ち、平成30年に条例において、すでにヘルメット着用の努力義務を規定しており、地

域独自の安全対策を講じてきましたが、今回の法改正により、国としての努力義務の対

象が、従来は保護者による児童・幼児への着用促進に限られていたものから、すべての

さらに、令和８年４月１日から施行された道交法の改正により、青切符制度が導入され

ました。これにより、信号無視や通行区分違反、一時不停止、ながらスマホなどの違反行

為に対して、刑事罰ではなく、反則金による簡易な処分が可能となり、実効性のある責

任追及ができるようになることが期待されています。罰則強化は抑止力として有効であ

るとともに、違反行為の減少を通じて交通の安全性が高まり、道民一人ひとりが安心し

て自転車を利用できる環境の形成にもつながります。その一方で、制度の導入に伴い、

道民へのルール周知と理解促進が不可欠であり、教育・啓発の取組を通じた意識醸成が

求められます。特に小中高生を対象とした交通安全教室や、地域での講習・啓発活動を

通じて、交通ルールやマナーの定着を図ることが重要です。また、保護者や教職員が自

転車の安全利用に関する知識を深め、子どもたちに対して適切な指導を行えるよう、指

導者向けの研修や教材の整備も求められます。

本道が目指す「高まる安全性、深まる

安心感」の実現に向けては、交通ルール

の徹底と安全教育の充実を両輪として、

道民一人ひとりが自転車を安全に利用で

きる意識を育むことが不可欠です。今回

の制度改正を契機に、教育・啓発・環境整

備・保険制度の各側面から総合的に取り

組むことで、本道における自転車の安全

利用が一層進展することが期待されます。

自転車利用者本人に対する努力義務へと拡大され、社

会全体での安全意識の醸成が期待されています。特に

子どもや高齢者を対象とした着用習慣の定着を図る

とともに、通勤や通学、買い物など日常的に自転車を

利用する幅広い世代に対して、ヘルメット着用の重要

性を理解してもらうための普及啓発活動を一層強化し

ていくことが求められます。学校教育においては、授

業や活動の中で自転車の安全利用に関する内容を取

り上げる機会を確保し、年齢や発達段階に応じた安全

教育の充実を図ることが求められます。地域において

は、交通安全協会やPTA、自治会などとの連携による

講習会や啓発イベントの開催が効果的であり、学校と

地域が一体となった取組が重要です。
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